令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書
１　趣旨
横須賀市上下水道局（以下「当局」という。）では、当局が保有する資産の有効活用を目的として、当局所有の小川町車庫立体駐車場（１階）の空き区画（以下「貸付物件」という。）を時間貸駐車場（駐輪場は除く。）として活用することを条件に、この貸付物件の貸付を受ける時間貸駐車場事業者（以下「事業者」という。）を一般競争入札により決定します。

２　貸付物件

	施設名
	所在・地番等
	地目等
	面積
	最低貸付価格

（税抜月額）

	上下水道局小川町車庫立体駐車場（１階）
	横須賀市小川町21番１の一部
	宅　地
	296㎡
	137,000円

	
	横須賀市小川町21番地１の一部
	鉄骨造

平家建
	262㎡
	


· 最低貸付価格には、消費税及び地方消費税相当額（以下「消費税等額」という。）を含みません。契約には、消費税等額が加算されます。
３　使用用途

　　無人機械式時間貸駐車場（24時間営業）
　　ただし、清涼飲料水の自動販売機の設置及びカーシェアリングの実施は協議の上、可とします。
４　スケジュール
	項　　　目
	日　　　程

	入札説明書配布
	令和８年７月27日（月）から同年８月６日（木）まで

	質問受付期間
	令和８年７月27日（月）から同年７月31日（金）まで

	入札参加申込受付期間
	令和８年８月３日（月）から同年８月６日（木）まで

	入札期間
	令和８年８月７日（金）から同年８月19日（水）まで

	開札
	令和８年８月20日（木）

	契約書の提出
	令和８年９月９日（水）

	契約の締結（貸付開始）
	令和８年10月１日（木）


５　入札参加（申込）資格

（１）駐車場施設の経営に必要な知識、経験、資力及び法律上必要とする資格、登録等を有すること。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項第１号の規定に該当しないこと。
（３）横須賀市から指名停止措置を受けていないこと。

（４）経営不振の状態（破産手続若しくは会社更生手続その他類似の手続開始の申し立てがなされている、特別清算手続若しくは会社清算手続が開始されている、又は手形取引停止処分がなされている。）にないこと。

（５）時間貸駐車場に関し、横須賀市内で１か所以上の実績を有し、かつ１か所は公告日（令和８年７月27日）まで過去２年以上継続して運営していること。

（６）法人市民税（個人の場合は市県民税）の滞納がないこと。

（７）令和８年７月27日において、神奈川県内に営業拠点を有すること。
（８）令和８年７月27日において、駐車場の運営中にトラブルが発生した場合に対応可能な保守・緊急対応の拠点を本市又は隣接市町村内に確保する者であること。

（９）令和８年７月27日において、トラブル発生時に迅速な対応を実施するため、24時間365日対応可能なコールセンターを確保する者であること。

（10）関係法令の規定を遵守していること。

（11）横須賀市暴力団排除条例（平成24年横須賀市条例第６号）第２条第２号から第５号までのいずれかに該当する者でないこと。
（12）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号)第８条第２項第２号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員のいずれにも該当しないこと。

６　主な契約条件

（１）契約形態に関する条件
　　ア　本件貸付契約は、地方自治法第238条の４第２項第４号の規定に基づく貸付けです。
　　イ　貸付期間は、令和８年10月１日から令和13年９月30日までの５年間（駐車場施設の整備、設置に要する期間を含む。）とします。
　　ウ　貸付料は、入札により決定した額に消費税等額を加算した額とします。
　　エ　契約期間満了時まで又は契約が解除された場合は、速やかに原状回復して返還してください。ただし、貸付期間満了前に、引き続き貸付物件を使用できることが明らかになったときは、当該貸付物件を原状に回復することなく、引き続き使用することができます。
　　 　 また、引渡し後に事業者が埋設物の施工や工作物の設置を行う場合は、図面等関連書類を提出してください。

　　オ　貸付料を納付期限までに納付しない場合の延滞金は、その納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、横須賀市の公有財産規則（昭和46年規則第26号）に定める割合を乗じて計算して得た額とします。
　　カ　事業者が契約上の義務に違反した場合の違約金は、当該期間に係る貸付料（月額）の３倍に相当する額とします。

　　　 また、この違約金は、事業者がその契約上の義務を履行しないため、当局に損害を与えた場合に当局に支払うべき損害賠償額の予定又はその一部と解釈しないものとします。

　　キ　事業者は、貸付に基づく権利の全部を第三者に譲渡し、転貸し、質入若しくは担保に供し、又は営業の委託若しくは名義貸し等をすることはできません（自動販売機を設置する場合は転貸を認める。）。

　　ク　事業者が記載事項の条件又は義務に違反した場合、又は著しく社会的信用を損なう等により事業者として相応しくないと当局が判断した場合は、契約の解除を行うことがあります。
この場合にあって、当局又は第三者に損害を与えたときは、全て事業者の責任でその損害を賠償しなければなりません。

（２）有料時間貸駐車場に関する条件（カーシェアリング実施の場合を含む。）
事業者は、自らの責任と負担において有料時間貸駐車場等の整備、運営及び維持管理・修繕等を行うものとします。有料時間貸駐車場等の設計、整備、運営及び維持管理、修繕、撤去等に係る費用については、貸付料とは別に事業者の負担とします。カーシェアリングを実施する場合も同様に事業者の負担とします。
　　ア　電気の使用

（ア）駐車場の整備及び運営管理に必要な電気（自動販売機を除く。）は、当局所有の電力積算計（子メーター）から受電することとします。なお、貸付物件に対する契約電力は、単相３線式200/100Ｖ、30Ａです。また、事業者が設置する分電盤には、主開閉装置として、中性線欠相保護付き漏電遮断器を設置してください。
（イ）当局と事業者の電気設備の責任分解点は、電力積算計２次側端子とします。
イ　駐車場等の整備

（ア）次に掲げる法令のほか関連法令等を遵守してください。

①　地方自治法（昭和22年法律第67号）

②　駐車場法（昭和32年法律第106号）

③　電気事業法（昭和39年法律第170号）

（イ）貸付物件内に建物を設置することはできません。

（ウ）車室及び設備配置については、十分に安全を確保してください。特に、既存の設備等に支障をきたさないよう、十分な空間を確保してください。
（エ）駐車場の運営管理に係る精算機等機器及び諸設備は、貸付物件内に設置してください。

（オ）車室のマーキングは、配色等により局利用地と違いが分かるようしてください。

（カ）一時停止の標板、指定進行方向指標板等の設置（任意）は、事業者が行ってください。

（キ）看板等を取り付ける場所については当局と協議をしてください。

（ク）照明、防犯カメラ等を設置する場合は当局と協議してください。

（ケ）工事開始前に、当局と整備内容及び施工の協議を行ってください。なお、電気設備については、配線図等を、当局の指示に従って提出してください。
（コ）工事は原則として、平日の9:00～17:00までの時間帯に限ります。

（サ）事業者は、貸付物件の使用にあたり、土地及び建物の形質を変改することはできません。ただし、あらかじめ当局から書面による承諾を受けたときは、この限りではありません。

（シ）事業者は、貸付物件及び設置した工作物を有料時間貸駐車場以外の目的に使用することはできません。ただし、自動販売機の設置及びカーシェアリングの実施は除きます。
ウ　運営

（ア）時間貸駐車場とし、24時間営業が可能であることとします。

（イ）環境に配慮した設計及びサービス提供をしてください。

（ウ）配置図（駐車可能位置及び局利用箇所の区別が分かるもの）を掲示し、利用者が局利用箇所に駐車しないよう、注意書きを表示してください。

（エ）精算機又は精算機付近に24時間365日対応可能なコールセンター等のフリーダイヤル番号を掲示し、トラブル等発生時には事業者と駐車場利用者が直接連絡できるようにしてください。

（オ）精算機には防犯対策を講じてください。

（カ）精算機に操作の説明書きを表示してください。

（キ）駐車料金の料金体系については、事業者が決定できるものとします。ただし、周辺時間貸駐車場の相場等を考慮してください。

（ク）駐車場の運営中にトラブルが発生した場合のために、対象物件におおむね60分以内で対応可能な保守・緊急対応の拠点を設けてください。

（ケ）防犯カメラを設置した場合の映像の取扱いにあたっては、個人情報保護に十分配慮してください。

（コ）有料時間貸駐車場に関する近隣住民及び駐車場利用者への対応は、事業者が一切の自己責任で行うものとします。

（サ）駐車場利用者等による貸付物件内及び共用通路内での事故については、事業者が責任をもって対応してください。

（シ）事業者、駐車場利用者等が、当局の設備を破損した場合は、事業者が責任をもって対応してください。

（ス）月ごとに利用状況及び売上状況を報告してください。

７　入札参加申込
　　この入札に参加するには、事前に申込みが必要です。

　申込みにあたっては、本入札説明書を熟読し、契約の条件等及び現地の現況をご自身で確認のうえ、お申込みください。
（１）受付日時　令和８年８月３日（月）から同年８月６日（木）まで
　　　　　　　　　午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）

（２）受付場所　横須賀市小川町11番地
　　　　　　　　　横須賀市上下水道局 経営部 用地管理課 （横須賀市役所本庁舎１号館８階）

　　　　　　　　　電話 046-822-8613（直通）

（３）提出方法　受付場所に直接書類を持参してください。
提出に際しては、あらかじめ電話連絡を入れて提出日時を予約のうえ、ご来庁ください。
　　　　　　　　　郵送、電話、ファクシミリ、電子メール等による申込みはできません。
（４）申込方法

　　　令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札参加申込書（様式１）に必要事項を記入・押印のうえ、次の書類を添えてお申込みください。
申込みに要する費用は、応募者の負担とします。提出書類に不備がある場合は受け付けできませんのでご注意ください。　

　　　なお、提出書類は理由の如何を問わずお返しいたしません。

　　　
提出書類（各１部提出）
ア　令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札参加申込書（様式１）
　イ　証明書（発行日から３か月以内のもの）

　　・印鑑証明書（個人の場合は印鑑登録証明書）
　　・登記事項証明書（現在事項証明書又は代表者事項証明書）（個人の場合は住民票の写し）
　　・令和６年度及び令和７年度の法人市民税（個人の場合は市民税）の納税証明書
　ウ　時間貸駐車場に関し、横須賀市内１か所以上の実績を有し、かつ１か所は公告日（令和８年７月27日）まで過去２年間以上継続して運営していることを証明する書類
　　※横須賀市又は国、他の地方公共団体で、行政財産目的外使用許可を受けていた場合や駐車場等の貸付契約を行っていた場合は、許可書の写や契約書の写でこの証明とすることができるものとします。
※合併等により、業務を引き継いだ場合も可能とします。その場合には合併等の経過がわかる書類を提出してください。

　　　エ　誓約書（様式２）

　　　オ　事業者に関する書類

　　　　　・役員名簿（様式３）

　　　　　・事業者概要（様式４）
　　　　　・決算書（直近２年間）

　　　　　・その他本事業を実施するため必要な資格を証明するもの（写し、随意）
　　　　　※上記書類のほか、必要に応じて書類の提出を求めることがあります。

　　　　　※提出された書類は、今回の選考以外には使用しません。
（５）入札参加申込受付書の交付
　　　入札参加申込書類は、原則として必要書類を持参された日に書類審査のうえ受け付けを行います。
　　　受け付けが済みますと、その場で入札参加申込書に受付印を押したもの（写し）を交付いたします。
　　　これは、入札参加申込受付書になりますので、開札日当日に必ず持参してください。
（６）入札参加資格の照会
　　　入札参加資格（申込者が法人の場合は役員等を含む。）の確認を行うため、当局が警察等関係機関に対して照会を行うことをご了承ください。
８　入札保証金
（１）金額
　　　入札保証金は、100,000円です。
（２）納付方法
　　　入札参加申込受付後に当局が交付する納入通知書により、横須賀市公金取扱機関等で納付してください。
【注】落札された場合、入札保証金は契約保証金に充当されます。落札者が契約されない場合、

　　　　入札保証金は返還されません。
　【注】落札者以外の方の入札保証金は、入札保証金提出書（兼返還請求書）に記載された金融機関の口座へ振込により返還します。入札保証金に利息は付きません。なお、返還には開札後４週間程度を要しますので、ご了承ください。
（３）入札保証金の免除
　　　　　　入札参加者が以下のいずれかに該当するときは、入札保証金の支払は免除します。免除の申請は添付の入札保証金免除申請書（様式10）により行ってください。
ア　本市の競争入札参加有資格者名簿に登録されている者
イ　過去２年間に国、地方公共団体又は国等出資法人等と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行したもの

９　入札

（１）入札方法

　　　入札は、入札書（様式５）に必要な事項を記載し、記名押印（登録印）のうえ、提出期限までに簡易書留により郵送してください。
　　　代理人が入札される場合には、委任状（様式６）を使用し、入札書に同封してください。
　　　注：法人がその従業員に手続きを行わせる場合には、委任状の提出は不要です。

委任状は、本説明書に添付のものを使用してください。

委任状を提出する場合は、必ずコピー（写し）をとっておいてください。

コピーした委任状（写し）は、開札日当日ご持参いただき確認します。

（２）郵送先
　　　〒238-8799　横須賀郵便局留　横須賀市役所上下水道局経営部用地管理課行

　　　注：封筒には、入札者名を記載してください。また、委任状を同封したときは、その旨を記載してください（ともに表裏いずれも可）。

（３）入札期間
　　　令和８年８月７日（金）から 同年８月19日（水）まで（必着のこと）
　　　注：この期間内に入札書が到達しないときは、入札は無効となりますので、余裕をもって郵送してください。
（４）入札金額の記載方法

　　　入札金額は、税抜月額の貸付料です。
　　　入札書へは、最初の数字の前に「￥」をつけ、算用数字を使用して記入してください。
（５）入札書の引換え等の禁止

　　　入札者は、その事由のいかんにかかわらず、郵送した入札書の引換え、変更又は取消しを行うことはできません。
（６）入札保証金提出書（兼返還請求書）・入札保証金免除申請書
入札保証金提出書（兼返還請求書）に必要事項を記入し、登録印を押印してください。

入札保証金返還用口座は、必ず入札者本人名義の金融機関口座を記入してください。

入札保証金返還用口座は、通帳等を確認し正確に記入してください。記入に誤りがあった場合は、返還に日数を要することとなります。

裏面に、入札保証金納付済を証する「領収書」（金融機関の領収印があるもの）をコピーしたものを原本の大きさに切り取り、貼付（糊付け）してください。
入札保証金の免除を申請する際は、入札保証金免除申請書に必要事項を記入し、登録印を押印してください。（該当する事由の契約書の写しなどを添付）

（７）入札書提出用封筒及び入札関係書類送付用封筒
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(糊付け)し、封印をしてください。

封かんがされていないものは無効です。
封印には、入札書に押印したものと同じ登録印
（代理人の場合は、「代理人使用印」）を使用し、
右図のように封筒裏面の封をした２か所に割印
してください。封印の無いものは無効です。

入札関係書類送付用封筒には、入札書を入れた
入札書提出用封筒及び入札保証金提出書（兼返
還請求書）または入札保証金免除申請書を入れて、
必ず書留又は簡易書留で確実に前記送付先まで郵
送してください。
（到着が確認できない入札は無効になりますの
で、ご注意ください。）

（８）入札の回数

　　　入札の回数は１回とし、再度入札は行いません。

（９）入札の無効

　　　次の各号に該当する入札は無効とします。

　　ア　入札に参加する資格がない者の入札

　　イ　入札参加申込みしていない者による入札

　　ウ　所定の入札書によらない入札

　　エ　入札書の記載事項が不明な入札、又は入札書に記名もしくは押印のない入札

　　オ　一度記載した入札金額を訂正した入札書での入札（訂正印の押印があっても無効となります。）
　　カ　１人で２通以上の入札書を提出した入札

　　キ　１人で他人の代理も兼ねて参加した者の入札又は１人で２人以上の代理をした者の入札

　　ク　最低貸付価格を下回る額による入札

　　ケ　入札期間内に入札書が到達しなかった者の入札

　　コ　郵送によらない者の入札

　　サ　入札保証金を納付していない者の入札

　　シ　公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、もしくは不正の利益を得るために連合した者の入札
　　ス　ボールペン等（書いた文字が消えないもの）以外で入札書に記載事項を記入した入札
　　セ　その他入札に関する条件に違反した入札

10　開札の日時・場所

（１）日時　令和８年８月20日（木）　午後２時

（２）場所　横須賀市小川町11番地　横須賀市役所 １号館７階　上下水道局Ａ会議室

　　　注：開札時刻の30分前に開場し、受付を開始します。開場から開札時刻までの間に受付を必ず済ませてください。
　　　　　開札時刻までに受付及び入札保証金が納付されていない場合には、入札に参加できませんので、余裕をもってご参集ください。

　　　　　開札会場への入室は、入札者又は代理人（その従業員を含む。）各２名までに限らせていただきます。

11　開札日の持参品等

（１）令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札参加申込書（写し）（参加申込手続完了時に交付のもの）

（２）印鑑・身分証明書

　　　開札会場への入室者は、入札者又は代理人との関係が分かる身分証明及び印鑑（認印可）を持参してください。

（３）委任状関連（入札書郵送時に委任状を同封した場合のみ）

　　　・委任状（コピーしたもの）

・代理人の法人登記簿及び印鑑証明書（個人の場合は住民票及び印鑑登録証明書）

（４）その他

　　　入札参加申込時に当局が配布したもの

12　開札

（１）開札の立会

　　　開札会場への入室者は、立会人として開札に立会うことができます（立会は任意）。
（２）開札方法

　　　開札指定日時に、立会人の面前で開札します。

（３）開札結果の通知

　　　開札の結果は、その場で入札者及び入札金額を公表します。

落札者があるときは落札者及び落札金額を、落札者がいないときはその旨を立会人に知らせます。

（４）開札結果の公表

　　　開札結果については、その内容（落札金額、落札者）を横須賀市ホームページ上で公開します。入札参加者は、このことを了承したうえで参加してください。

13　落札者の決定及び一般競争入札参加資格の審査等
　　落札者は、有効な入札を行った者のうち、最高額で入札した者とします。ただし、落札となるべき貸付料の入札をした者が二者以上あるときは、直ちにくじによって決定します。この場合においてくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札に関係ない当局職員にくじを引かせます。当該落札者について本説明書に記載した資格を満たしているか否かの最終的な資格審査をしたうえで最終決定をします。資格審査の結果、当該落札者に資格がないと認めたときは、当該落札を無効とし、順次、価格の高い入札者について同様の審査を行い、落札者として決定します。
14　契約の締結等

（１）落札者は、令和８年９月９日（水）までに、令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付契約書（様式７）により契約を締結しなければなりません。
（２）契約の締結及び履行等に関する費用については、落札者の負担となります。

　　　なお、貸付料等の納入通知書送付先が契約住所と異なる場合は、「納入通知書送付先連絡票（任意様式）」を提出してください。

15　契約保証金等の支払方法

（１）契約保証金は、貸付料の３月分とします。なお、入札保証金を契約保証金の一部に充当することができます。
（２）契約保証金は、当局から送付する納付書により納付してください。
（３）契約保証金は、契約が終了し貸付物件の返還完了後に還付します。ただし、事業者において未納の貸付料、損害賠償その他の債務があるときは、契約保証金のうちからこれを控除します。
（４）貸付料は、当局から送付する納付書により納付してください。
16　貸付の開始

　　令和８年10月１日（木）から貸付が開始になります。貸付開始後、速やかに工事を行い、運営を開始してください。
17　その他

（１）契約期間中に会社の名称変更、合併などがあった場合も、契約内容を引継ぐものとします。

（２）この説明書に定めのない事項については、横須賀市の契約規則（昭和19年規則第22号）その他関係法令の定めるところによります。

18　質疑の受付

　　この説明書に関する質疑は、質疑書（様式８）により受け付けます。質疑書の提出方法は、Ｅ
メールでお願いいたします。回答は、質問者に対してのみＥメールで行います。
	質疑書受付期間
	令和８年７月27日（月）～同年７月31日（金）

	提出先
	横須賀市上下水道局 経営部 用地管理課　担当　内田
E-Mail：lad-ws@city.yokosuka.kanagawa.jp
電話：046-822-8613（直通）


貸付物件調書

	施設名
	上下水道局小川町車庫立体駐車場（１階）

	所在・地番等
	横須賀市小川町21番１の一部（宅地、296㎡）

横須賀市小川町21番地１の一部（鉄骨造平家建、262㎡）

	貸付位置
	別添のとおり

	道路と貸付部件の関係
	北側で横須賀市の舗装市道（幅員６ｍ、一方通行路）と接面

	用途区域
	商業地域

	アクセス
	・京浜急行横須賀中央駅から徒歩約９分

・（京急バス停）大滝町から徒歩約５分

・横須賀市役所・三笠公園から徒歩約３分

	備考
	・貸付物件の貸付範囲は、建物の支柱等構造物の占用部分を除く土地及び
床面です。

・貸付物件内には、水道管（廃止管）が埋設されています。水道管の埋設深さは不明のため、駐車場設備の設置にあたり支障が生じるときは、別途当局と協議してください。

・貸付物件に必要な電気（自動販売機を除く）は、当局から受電することとし、事業者の負担により必要な設備を設置することとします。なお、貸付物件の契約電力等は、単相３線式200/100Ｖ、30Ａです。

・駐車場に係る諸設備は、貸付物件内に設置してください。ただし、やむを得ず貸付物件以外の当局所有の構造物及び土地に事業者の設備を設置（占用）する場合は、当局と事前協議のうえ、水道事業用行政財産目的外使用許可（有償）を受けてください。

・通路は幅4.7m～5.0mを確保することとします。

・通路はマーキング（車室番号、一時停止、一方通行）を認めます。

・建物の上部は公用車駐車場で、貸付箇所の建物上部（天井部分）にはゴムマットが敷設（平成27年度敷設替済み）してあります。

・当局の設備等の維持管理、緊急作業等必要な事態が発生したとき、及び災害時には、貸付物件への立入り又は使用を禁止又は制限することがあります。


◎　案内図・位置図

（１）案内図


（２）位置図
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（様式１）

	受付番号
	
	

	令和　　年　　月　　日

令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付
一般競争入札参加申込書

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

（所　在　地）

（名　　　称）

（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印

（事務担当責任者）

所属・職名

氏　　　名

連絡先住所

電　　　話

Ｆ　Ａ　Ｘ

Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」により応募の申込みをします。

なお、入札参加資格（法人の場合は役員等を含む）の確認のため、警察等関係機関に対して照会を行うことを了承します。

提出書類：別添のとおり

	
	上下水道局

受付印
	


令和　　年　　月　　日
誓　約　書

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

所　在　地　　 

名　　　称  　 
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印
　「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」による応募に際し、下記項目に適合していることを誓約します。

なお、入札参加資格（法人の場合は役員等を含む）の確認のため、警察等関係機関に対して照会を行うことを了承します。
記

（１）駐車場施設の経営に必要な知識、経験、資力及び法律上必要とする資格、登録等を有すること。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項第１号の規定に該当しないこと。
（３）横須賀市から指名停止措置を受けていないこと。

（４）経営不振の状態（破産手続若しくは会社更生手続その他類似の手続開始の申し立てがなされている、特別清算手続若しくは会社清算手続が開始されている、又は手形取引停止処分がなされている。）にないこと。

（５）時間貸駐車場に関し、横須賀市内で１か所以上の実績を有し、かつ１か所は公告日（令和８年７月27日）まで過去２年間以上継続して運営していること。

（６）法人市民税（個人の場合は市県民税）の滞納がないこと。

（７）令和８年７月27日において、神奈川県内に営業拠点を有すること。
（８）令和８年７月27日において、駐車場の運営中にトラブルが発生した場合に対応可能な保守・緊急対応の拠点を本市又は隣接市町村内に確保する者であること。

（９）令和８年７月27日において、トラブル発生時に迅速な対応を実施するため、24時間365日対応可能なコールセンターを確保する者であること。

（10）関係法令の規定を遵守していること。

（11）横須賀市暴力団排除条例（平成24年横須賀市条例第６号）第２条第２号から第５号までのいずれかに該当する者でないこと。
（12）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号)第８条第２項第２号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員のいずれにも該当しないこと。

令和　　年　　月　　日

役　員　名　簿

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

	法人名
	


　※　法人の場合のみ添付してください。

　※　法人の登記事項証明書に記載されている役員全員について記入してください。

　※　氏名の欄には必ずフリガナを記入してください。

	役 職 名
	（フリガナ）

氏　　　　名
	生 年 月 日
	性別
	住　　　　　所

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	

	
	(             )


	Ｔ

Ｓ 　年 　月 　日

Ｈ
	男・女
	


（様式４）

令和　　年　　月　　日

事　業　者　概　要

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

	事業者（会社）名
	

	代表者名
	

	所在地
	本　　　　社
	

	
	神奈川県内の

主たる事務所
	

	資本金
	

	設立年月日
	

	主たる業務
	

	保守・緊急対応の拠点（本市・近接市町村内）
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	保守・緊急

対応の拠点
	

	24時間365日対応可能なコールセンター
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	コールセン

ター所在地
	


（様式５）
令和　年　月　日

入　　　札　　　書

令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

入札者　　　住　所

（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印
（法人名・代表者名）

代理人　　　住　所

（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印
「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」に記載された内容を全て承知し、次のとおり入札します。

	物件の名称
	上下水道局小川町車庫立体駐車場（１階）


	金　　額

（税抜月額）
	
	
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円


貸付料は、上記金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した額になります。
※１　本入札書への御記入にあたっては、必ず入札説明書をご確認ください。

　　　２　入札金額は、１か月間（税抜月額）の貸付料を記載してください。なお、入札金額は、アラビア数字で明確に記入し、金額の頭初に「￥」を必ず記入してください。入札金額を書き損じた入札書は無効となります。

３　入札者（委任者）及び代理人（受任者）の印鑑は、必ず登録印を使用してください。

（入札者の従業員に手続きを行わせる場合は、委任状は必要ありません。）

４　提出書類（参加申込書・入札書・委任状（該当する場合のみ））に押印する登録印は、すべて同一のものを使用してください。

（様式６）
令和　年　月　日
委　　　任　　　状

令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

私は、「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札」にあたり、次の代理人に入札に関する一切の権限を委任します。

入札者　　　住　所

（委任者）　（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印
（法人名・代表者名）

代理人　　　住　所

（受任者）　（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印
※１　本委任状は、代理人が入札を行う際に提出していただくものです。入札者本人（法人がその従業員に委任する場合を含む）が入札する場合には、提出の必要はありません。

　２　入札者（委任者）及び代理人（受任者）の印鑑は、必ず登録印を使用してください。

　３　本委任状の入札者（委任者）及び代理人（受任者）並びに印鑑は、入札書と同一であることを確認してください。

　４　本委任状は、入札書と同封して郵送してください。

　５　本委任状は、開札当日の受付にて提示をお願いしますので、必ずコピー（写し）を取っておいてください。

（様式７）
[収入印紙]


令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付契約書（案）

貸付人　横須賀市（以下｢甲｣という。）、借受人　[落札者]（以下｢乙｣という。）は、「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」に基づき、甲乙の間において、次の条項により横須賀市水道事業用行政財産について一時貸付を目的とした賃貸借契約を締結する。

なお、本件契約は、借地借家法（平成３年法律第90号）に定める一時使用を目的とした賃貸借である。 

（貸付物件） 
第１条　貸付物件は、次のとおりとする。 

	物　　件　　名
	所　　　　在
	地目・構造
	数量（㎡）

	上下水道局小川町車庫立体駐車場（１階）
	横須賀市小川町21番１の一部
	宅　　　　地
	296

	
	横須賀市小川町21番地１の一部
	鉄骨造平家建
	262


（貸付期間） 

第２条　貸付期間は、令和８年10月１日から令和13年９月30日までの５年間（駐車場施設の整備、設置に要する期間を含む。）とする。

（貸付物件の用途等）

第３条　乙は、貸付物件に無人機械式時間貸駐車場（24時間営業）を整備し、貸付期間中継続して適正に運営管理するものとする。また、カーシェアリングを合わせて実施する場合についても用途に含まれるものとする。

２　乙は、前項に要する費用のすべてを負担しなければならない。

（貸付料） 

第４条　第２条に定める期間に係る貸付料は、電気料金相当額を含むものとし、金○○円（月額〇〇円×60か月）に消費税及び地方消費税相当額を加算した額（円未満切り捨て）とする。

（貸付料の納付）

第５条　乙は、前条に定める貸付料は、６か月ごとに甲の発行する納入通知書により甲の定める期日までに納付しなければならない。ただし、納入通知書に記載された納入期限が金融機関の休日に当たるときは、前の営業日までとする。

２　甲は、第20条第１項第２号から第６号までに定める事由により本件契約が解除されたときは、既納の貸付料を乙に返還しない。

（貸付料の改定）

第６条　甲は、貸付物件につき特別の費用を負担することになったとき、第４条に定める貸付料に含まれる電気料金相当額が著しく高騰したとき、その他正当な理由があるときは、乙に対して貸付料の増額を請求することができる。

２　甲が前項の規定に基づき、乙に対して貸付料の増額を請求したときは、甲乙協議のうえ、その額を決定する。

（貸付料の延滞金） 

第７条　乙は、第５条第１項の規定に基づき、甲が定める納付期限までに貸付料を納付しないときは、その納付期限の翌日から納付した日までの日数に応じ、横須賀市の公有財産規則（昭和46年規則第26号）に定める割合を乗じて計算して得た額を延滞金として甲に納付しなければならない。

（契約保証金）

第８条　乙は、本件契約の締結と同時に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第２項に規定する契約保証金（以下「契約保証金」という。）として、貸付料の３か月分を、甲の発行する納付書により甲に納入しなければならない。

２　第６条の規定により貸付料が増額された場合の契約保証金は、貸付料の増額と同様の割合で、貸付料増額の日から改正されるものとし、乙は、増額後の契約保証金の額（円未満切り捨て）と従前の契約保証金の額との差額を、甲の発行する納付書により、当該増額の日から30日以内に甲に納入しなければならない。

３　契約保証金には、利息を付さない。

４　乙は、甲に対する契約保証金の返還請求権を第三者に譲渡し、又は質権、譲渡担保その他いかなる方法によっても契約保証金の返還請求権に担保権を設定してはならない。

５　契約保証金は、本件契約が終了し貸付物件の返還完了後に還付する。ただし、借受人において未納の貸付料、損害賠償その他の債務があるときは、契約保証金のうちからこれを控除する。

６　借受人は、契約保証金の額が前項ただし書に規定する債務金を償うに足りない場合は、その不足額を納付しなければならない。

７　納付済の入札保証金は、前項の契約保証金の一部として充当する。

（物件の引き渡し）

第９条　甲は、第２条に定める貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡ししたものとする。

（契約不適合等）

第10条　乙は、本件契約締結後、貸付物件に数量の不足その他契約の内容に適合しないものを発見しても、追完、貸付料の減免及び損害賠償の請求をすることができないものとする。
（権利譲渡等の禁止） 

第11条　乙は、甲の承認を得ないで貸付物件を第三者に転貸し又は賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利を設定してはならない。ただし、自動販売機を設置する場合に限り転貸を認める。

２　乙は、土地に建物若しくは工作物を建設し又は建物の模様替を行う等貸付物件の原状を変更してはならない。ただし、事前に甲の承認を受けたときは、この限りでない。

（修繕義務等）

第12条　甲は、貸付物件の修繕義務を負わないものとし、当該貸付物件について維持、保存、改良その他の行為をするため支出する経費は、すべて乙の負担とする。

（滅失または毀損の通知）

第13条　乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損したときは、直ちに甲にその状況を通知しなければならない。

（滅失または毀損の原状回復）

第14条　乙の責に帰する事由により貸付物件を滅失又は毀損したときは、乙の責任において原状に回復しなければならない。また、原状回復が困難となるような使用をしてはならない。

（物件保全義務等） 

第15条　乙は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全に努めなければならない。

２　乙は、貸付物件が天災その他の事由によって損壊し、第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとし、甲が乙に代わって賠償の責を果たしたときは、乙に求償することができる。

（近隣住民等への配慮）

第16条　乙は、近隣住民その他第三者との間で紛争が生じないよう配慮しなければならない。

２　乙は、貸付物件に係る整備、運営管理等に伴い第三者から苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決しなければならない。

（駐車場利用者などへの対応）

第17条　乙は、貸付物件に係る運営管理等により駐車場利用者等からトラブル、苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決しなければならない。

（使用禁止等）

第18条　甲は、甲の設備等の維持管理、緊急作業等必要な事態が発生したとき、及び災害時には、貸付物件への立入り又は使用を禁止又は制限することができる。なお、この場合において、甲は乙に原則として事前に通知するものとする。

２　前項に係る乙が支払うべき貸付料については、甲乙別途協議することとする。

（貸付物件の調査等） 

第19条　甲は、必要と認めるときは、貸付物件を調査し、又は乙に報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。

２　乙は、月ごとに利用状況及び売上状況を集計し、速やかに甲に報告しなければならない。

３　局用地への通路とした個所について、乙は甲の通行を認めるものとする。

（契約の解除） 

第20条　甲は、次の各号のいずれかに該当する事態が生じたときは、本件契約を解除することができる。 

(1)　甲、国、他の地方公共団体その他の公共団体において、貸付物件を公用又は公共用に供するための必要が生じたとき。

(2)　乙が貸付物件を第３条第１項の用途等で使用しないとき、又はその目的で使用することをやめたとき。

(3)　乙が貸付料を納付期限後３か月以上経過して、なお納付しないとき。

(4)　乙が本件契約に定める義務を履行しないとき。

(5)　乙の事業内容、資力、信用状態等の重要な事項に関して、虚偽があったとき。

(6)　乙が、破産、会社更生、民事再生、清算又は特別清算その他倒産法制上の手続について、乙の取締役会でその申立てを決議したとき、又は第三者（乙の取締役を含む。）によってその申立てがなされたとき。

２　甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は償還しない。 

３　甲は、解除権を行使したときは、乙の支払った違約金及び貸付物件に支出した必要費、有益費その他一切の費用は償還しない。

４　乙は、第１項第２号から第６号までに定める甲の解除権の行使に伴い発生した損失について、甲にその補償を請求することはできない。

５　乙は、甲の解除権の行使に伴い、第８条第５項の規定により甲の帰属とする契約保証金の額を超えて甲に損害があるときは、その損害を賠償しなければならない。

（違約金） 

第21条　甲は、乙が本件契約の義務に違反したときは、当該期間に係る貸付料（月額）の３倍に相当する金額を請求することができる。

２　前項の違約金は、乙が本件契約上の義務を履行しないため、甲に損害を与えた場合に支払うべき損害賠償の予定又はその一部として解釈しないものとする。

（返還及び原状回復）

第22条　乙は、貸付期間が満了したときは貸付期間の満了日までに、本件契約が解除されたときは甲の指定する期日までに、乙の費用で貸付物件を原状に復し、甲の定める様式による書面をもって返還しなければならない。ただし、甲が原状に復する必要がないと認めたときは、現状のまま返還することができるものとする。

２　前項の返還は、甲の立会いの上で行うものとする。

（貸付料の清算） 

第23条　甲は、第20条第１項第１号の規定により本件契約が解除されたときは、１月を30日として日割り計算により納付済みの未経過期間に係る貸付料を返還する。ただし、その額が千円未満の場合には、この限りでない。

２　前項及び次項の規定により返還する納付済みの未経過期間に係る貸付料には利息を付さないものとする。

３　甲は、本件契約の解除により、乙が第21条の規定に基づく違約金その他本件契約に基づき金銭を甲に支払うべき義務があるときは、第１項の規定にかかわらず、返還する未経過期間に係る貸付料の全部又は一部と相殺する。

（損害賠償等） 

第24条　乙は、本件契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２　乙は、第20条第１項第１号の規定により契約が解除されたときは、これによって生じた損失について、その補償を求めることができる。

３　乙は、第１項の規定により損害賠償をする場合において、甲が前条第３項の規定により当該損害賠償金の一部を未経過期間に係る納付済みの貸付料と相殺し、なお不足があるときは、不足額を納付するものとする。

 （有益費等の放棄） 

第25条　乙は、本件契約が満了したとき、又は本件契約を解除されたときは、貸付物件に乙が支出した必要費又は改良費等の有益費、その他貸付物件の使用に伴い支出した費用があっても、これを甲に請求しないものとする。 

（契約の費用） 

第26条　本件契約の締結及び履行に関して必要な費用は、乙の負担とする。

（通知事項） 

第27条　乙は、乙に次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、甲に対し遅滞なくその旨を書面で通知しなければならない。

 　(1)　住所若しくは所在地、氏名若しくは名称又は電話番号等を変更したとき。

　(2)　代表者に異動が生じたとき。

　(3)　会社の合併等により賃貸借の継承があったとき。

　(4)　その他本件契約の継続に支障があるとき。

（信義誠実の原則） 

第28条　甲及び乙は、信義を重んじ誠実に本件契約を履行しなければならない。 

２　乙は、貸付物件が横須賀市水道事業用行政財産であることを常に考慮し、適正に使用するように留意しなければならない。

（疑義の決定）

第29条　本件契約に定めのない事項及び本件契約に関して疑義が生じたときは、甲と乙が協議して定めるものとする。

（裁判管轄） 

第30条　本件契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、横浜地方裁判所横須賀支部を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

　　本件契約の締結を証するため、本件契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

　　令和　　年　　月　　日

　　

　　　　　　　　甲　　　　横須賀市小川町11番地

　　　　　　　　　　　　　横須賀市

　　　　　　　　　　　　　横須賀市上下水道事業管理者

　　　　　　　　　　　　　　上下水道局長　　廣　川　　淨　之

　　　　　　　　　　乙　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称）

　　　　　　　　

（様式８）

令和　　年  　月  　日

質　　疑　　書

　（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」に関する質疑書を提出します。

　

	提

出

者
	住　　　所
	

	
	氏　　　名
法人の場合は

名称及び代表者
	

	
	所属・職名
	

	
	担当者名
	

	
	電　　　話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


	Ｎo.
	ページ
	項目名
	質疑内容

	(例)
	１
	１　趣旨
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（様式９）
入札保証金提出書（兼返還請求書）
　（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

令和　年　月　日　
 　次の物件に係る入札保証金として金100,000円を提出します。なお、落札とならなかったとき、又はその他返還事由が生じたときは、下記の口座へ振り込んでください。
入札物件（令和８年８月20日開札）
	施設名
	上下水道局小川町車庫立体駐車場（１階）
	物件の

所在地
	横須賀市小川町21番１の一部

横須賀市小川町21番地１の一部


	入札者
	フリガナ
	

	
	住所
（所在地）
	〒　　　　-


	
	フリガナ
	

	
	氏名
（名称）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印



入札保証金返還先
	振込先金融機関
	
	　銀行　・　信用金庫　・　その他

	
	
	　本店　・　支店　・　営業部

	預金の種類
	　　　　普通　　　・　　　当座　

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	右詰めで記入

	口座名義人
	フリガナ
	

	
	氏名（名称）
	


※日付（記入日）及び太枠内について記入してください。

※入札者氏名欄に押印する印は、「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札参加申込書」で使用した印と同一のものを使用してください。

※入札保証金返還先の「振込先金融機関」、「預金の種類」の該当する項目を○で囲んでください。

※口座名義人欄の氏名は、法人の場合は代表者名の記入は必要ありません。




※裏面枠内に入札保証金の納付を証する領収書のコピーを原本の大きさに切り、貼り付け（のりづけ）してください。


[image: image2]
（様式10）
令和　年　月　日　
入札保証金免除申請書
（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

所　在　地　　 

名　　　称  　 
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録印
 　「令和８年度　行政財産（上下水道局小川町車庫立体駐車場）貸付一般競争入札説明書」に基づく入札への参加申込みに際し、契約に係る入札保証金を次の理由により免除してくださるよう申請します。
　（理由：該当するいずれかの事由にチェックをしてください。）
　□横須賀市の競争入札参加有資格者名簿に登録されている
　□過去２年間に国、地方公共団体又は国等出資法人等と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した（契約書の写しなどを添付）。
	契約の相手方
	契約名
	契約金額
	契約年月日
	履行年月日
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


＜入札書提出用封筒・裏面＞











登録印











登録印





貸付物件





（様式２）





（様式３）
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